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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】シリカ粒子が沈降しない安定性と、高いアルミニウム膜の研磨速度と、低いシリ
コン酸化膜の研磨速度の全ての特性を充足さする化学機械研磨用分散体およびそれを用い
た化学機械研磨方法を提供する。
【解決手段】（Ａ）スルホ基およびその塩からなる群から選択される少なくとも１種の官
能基を有するシリカ粒子と、（Ｂ）Ｎ－ビニルピロリドンおよびその誘導体からなる群か
ら選択される少なくとも１種に由来する繰り返し単位を含む水溶性高分子とを含有し、ｐ
Ｈが２以上８以下である。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）スルホ基およびその塩からなる群から選択される少なくとも１種の官能基を有す
るシリカ粒子と、
　（Ｂ）Ｎ－ビニルピロリドンおよびその誘導体からなる群から選択される少なくとも１
種に由来する繰り返し単位を含む水溶性高分子と
を含有し、
ｐＨが２以上８以下である、化学機械研磨用水系分散体。
【請求項２】
　請求項１において、
　化学機械研磨用水系分散体に対する前記（Ａ）成分の含有量をＭａ（重量％）、前記（
Ｂ）成分の含有量をＭｂ（重量％）とした場合、
Ｍａが０．１～１０重量％であり
Ｍｂが０．００１～１０重量％である、化学機械研磨用水系分散体。
【請求項３】
　請求項１または請求項２において、
　Ｍａ／Ｍｂ＝０．０１～１０，０００である、化学機械研磨用水系分散体。
【請求項４】
　請求項１ないし請求項３のいずれか一項において、
　化学機械研磨用水系分散体中における前記（Ａ）シリカ粒子のゼータ電位が、－２０ｍ
Ｖ以下である、化学機械研磨用水系分散体。
【請求項５】
　請求項１ないし請求項４のいずれか一項において、
　シリコン酸化物とアルミニウムから選択される１種以上の材質を含む被研磨面を同時に
研磨するために用いられる、化学機械研磨用水系分散体。
【請求項６】
　請求項１ないし請求項５のいずれか一項に記載の化学機械研磨用水系分散体を用いた化
学機械研磨方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、化学機械研磨用水系分散体およびそれを用いた化学機械研磨方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、化学機械研磨（以下、「ＣＭＰ」と記す）法は、ＬＳＩ製造工程、特に、多層配
線形成工程における層間絶縁膜の平坦化、金属プラグ形成、埋め込み配線（ダマシン配線
）形成において頻繁に利用されている。
　ダマシン配線の材質としては、高速性能が要求されるロジックデバイスでは価格は高い
が低抵抗である銅が主に用いられている。一方、ＤＲＡＭに代表されるメモリデバイスで
は高速化よりも、低コスト化が要求されているためにアルミニウムまたはタングステンが
用いられているが特に、銅に次ぐ低い抵抗を有するアルミニウムが有力視されている。
【０００３】
　化学機械研磨によるアルミニウム配線の形成方法として、特許文献１に記載されている
ように、絶縁膜の上部に溝を形成し、この溝にアルミニウムを埋め込み、さらに成膜後、
このアルミニウム膜の上部を研磨により除去して配線を形成する方法がある。
　図１～５は従来の研磨による配線の形成方法を工程順に示した模式的断面図である。図
１は絶縁膜に溝を形成し、この絶縁膜の上面にアルミニウム膜を形成した状態、図２は研
磨により絶縁膜表面までアルミニウム膜を除去した状態、図３は研磨をさらに続行した状
態を示している。このようなアルミニウム配線の形成方法の場合、まず例えばスパッタリ
ングにより基板（図示せず）上にＳｉＯ２等の絶縁膜１１を形成する。絶縁膜１１の厚さ



(3) JP 2013-43893 A 2013.3.4

10

20

30

40

50

ｔａは配線となるアルミニウム膜１２ａの厚さｔｂと配線となるアルミニウム膜１２ａの
下方に位置する絶縁膜１１ａの厚さｔｃとの和に等しくなるように設定（ｔａ＝ｔｂ＋ｔ

ｃ）する。次にフォトリソグラフィ技術を用い、絶縁膜１１上にパターニング処理を施し
、溝１１ｂを形成する。この後、絶縁膜１１上にアルミニウム膜１２を形成する（図１）
。次に絶縁膜表面１１ｃ上にあるアルミニウム膜１２を研磨により除去し、全体的に平坦
化するとともに絶縁膜１１の溝１１ｂに配線としてのアルミニウム膜１２ａを埋め込み形
成する。
【０００４】
　このような研磨工程に用いられる化学機械研磨用組成物には、砥粒としてアルミナ粒子
やシリカ粒子等を使用し、硫酸、硝酸、酢酸等によって酸性に調整された組成物が用いら
れる。またアルミニウム膜には、純アルミニウムや、アルミニウムの電気的性質を損なわ
ずに、機械的応力による配線破断の抑制のためにシリコン、銅といった元素を添加し物理
的性質を改良したアルミニウム合金が用いられる。これらの化学機械研磨用組成物では、
アルミニウム膜の表層部に形成される酸化層の機械的除去と、その酸化層の除去後に露出
したアルミニウムイオンの溶解により研磨が進行する。その結果、絶縁膜１１の研磨速度
よりアルミニウム膜１２の研磨速度を高くすることができる。また機械的研磨特性が優勢
であるため、比較的高圧となる凸部から優先的に研磨し平坦化を行うことができ、研磨終
了時における配線となるアルミニウム膜の厚さｔｂを制御することができる（図２）。
【０００５】
　上述した配線の形成方法において、上述の化学機械研磨用組成物を用い、絶縁膜１１と
アルミニウム膜１２とを研磨する場合、アルミニウム膜１２の絶縁膜１１に対する研磨速
度比Ｒｐ（Ｒｐ＝アルミニウム膜の研磨速度／絶縁膜の研磨速度）は比較的小さい。その
ため図２に示したように、絶縁膜表面１１ｃまで研磨が到達した後、さらに絶縁膜１１と
アルミニウム膜１２ａとが同時に研磨されてアルミニウム膜１２ａの厚さが薄くなり易い
（図３）。したがって研磨終了時に配線となるアルミニウム膜１２ａの厚さを目的の厚さ
ｔｂに制御することが難しくなる。
　この現象はシンニング（ｔｈｉｎｎｉｎｇ）と呼ばれ、特に配線密度が高い部分（絶縁
層密度の低い部分）にて発生する。シンニングは配線部での局所的な圧力分布の発生によ
る、研磨速度比Ｒｐの低下によって生じる。高配線密度部において相対的に研磨速度が上
昇した絶縁膜の研磨に伴ってアルミニウム膜の膜厚が減少することにより、高配線密度部
の配線抵抗値増大と、高配線密度部及び低配線密度部の間で配線抵抗値の分布が発生する
という課題があった（非特許文献１）。
【０００６】
　本課題に対し、特許文献２では、絶縁膜に対する研磨速度よりアルミニウム膜に対する
研磨速度を高める方法が提案されている。しかし配線の多層化が進むにつれ、各層のｔａ

及びの薄膜化も進んでおり、絶縁膜の研磨速度が抑制されていない特許文献２の技術では
シンニングによる各配線密度部の分布は抑制できても、半導体基板全体のｔｂの膜厚制御
が困難となる課題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開昭６２－１０２５４３号公報
【特許文献２】特開平７－２２１０５５号公報
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】柏木正弘編　「ＣＭＰのサイエンス」（株）サイエンスフォーラム　１
９９７年８月２０日発行、３２７頁－３２９頁
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
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　絶縁膜の研磨速度抑制を付与する方法の一つとして、目的に見合った添加剤を添加する
方法がある。この添加剤を選択する上の重要な点として、化学機械研磨用水系分散体に用
いられる砥粒の安定性を損なわないことが挙げられる。
　前述の配線形成方法に用いられるような化学機械研磨用水系分散体では、ｐＨを酸性に
することでアルミニウム膜の研磨速度を向上させることができる。しかし一般的なシリカ
粒子の場合、ｐＨが酸性から中性の場合、ゼータ電位の絶対値が０に近づくことからシリ
カ粒子の安定性が悪化し、沈降しやすくなる。そのため絶縁膜の研磨速度を抑制する為の
添加剤の導入が困難であった。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は前述の課題の少なくとも一部を解決するためになされたものであり、以下の態
様または適用例として実現することができる。
【００１１】
　［適用例１］
　本発明に係る化学機械研磨用水系分散体の一態様は、
　（Ａ）スルホ基およびその塩からなる群から選択される少なくとも１種の官能基を有す
るシリカ粒子と、
　（Ｂ）Ｎ－ビニルピロリドンおよびその誘導体からなる群から選択される少なくとも１
種に由来する繰り返し単位を含む水溶性高分子と
を含有し、
ｐＨが２以上８以下であることを特徴とする。
【００１２】
　［適用例２］
　適用例１において、
　化学機械研磨用水系分散体に対する前記（Ａ）成分の含有量をＭａ（重量％）、前記（
Ｂ）成分の含有量をＭｂ（重量％）とした場合、
Ｍａが０．１～１０重量％であり
Ｍｂが０．００１～１０重量％であることができる。
【００１３】
　［適用例３］
　適用例１または適用例２において、
　Ｍａ／Ｍｂ＝０．０１～１０，０００であることができる。
【００１４】
　［適用例４］
　適用例ないし適用例３のいずれか一例において、
　化学機械研磨用水系分散体中における前記（Ａ）シリカ粒子のゼータ電位が、－２０ｍ
Ｖ以下であることができる。
【００１５】
　［適用例５］
　適用例１ないし適用例４のいずれか一例において、
　前記化学機械研磨用水系分散体はシリコン酸化物とアルミニウムから選択される１種以
上の材質を含む被研磨面を同時に研磨するために用いることができる。
【００１６】
　［適用例６］
　本発明に係る化学機械研磨方法の一態様は、
　適用例１ないし適用例５のいずれか一例に記載の化学機械研磨用水系分散体を用いて、
化学機械研磨することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明に係る化学機械研磨用水系分散体によれば、（Ａ）スルホ基およびその塩から選
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択される少なくとも１種の官能基を有するシリカ粒子と、（Ｂ）Ｎ－ビニルピロリドンお
よびその誘導体からなる群から選択される少なくとも１種に由来する繰り返し単位を含む
水溶性高分子とを含有し、ｐＨが２以上８以下であるため、シリカ粒子が沈降しない安定
性と、高いアルミニウム膜の研磨速度と、低いシリコン酸化膜の研磨速度の全ての特性を
充足させることができる。その結果、上述したような研磨工程においても、シンニングを
発生させることなくアルミニウム配線層の膜厚を制御することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】従来の研磨による配線の形成方法を工程順に示した模式的断面図であり、絶縁膜
に溝を形成し、この絶縁膜の上面にアルミニウム膜を形成した状態である。
【図２】従来の研磨による配線の形成方法を工程順に示した模式的断面図であり、研磨に
より絶縁膜表面までアルミニウム膜を除去した状態である
【図３】従来の研磨による配線の形成方法を工程順に示した模式的断面図であり、図２の
状態から研磨をさらに続行した状態の断面図である。
【図４】本実施の形態に係る化学機械研磨方法の使用に適した被処理体を模式的に示した
断面図である。
【図５】化学機械研磨終了時の被処理体を模式的に示した断面図である。
【図６】化学機械研磨装置を模式的に示した斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明に係る好適な実施形態について詳細に説明する。なお、本発明は、下記の
実施形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を変更しない範囲において実施される
各種の変型例も含む。
【００２０】
　１．化学機械研磨用水系分散体
　本発明の一実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体は、（Ａ）スルホ基およびその
塩からなる群から選択される少なくとも１種の官能基を有するシリカ粒子（以下、単に「
（Ａ）シリカ粒子」ともいう）と、（Ｂ）Ｎ－ビニルピロリドンおよびその誘導体からな
る群から選択される少なくとも１種に由来する繰り返し単位を含む水溶性高分子と、を含
有し、ｐＨが２以上８以下であることを特徴とする。以下、本実施の形態に係る化学機械
研磨用水系分散体に含まれる各成分、組成物の特徴について、詳細に説明する。
【００２１】
　１．１．（Ａ）シリカ粒子
　本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体は、砥粒として（Ａ）スルホ基およびそ
の塩からなる群から選択される少なくとも１種の官能基を有するシリカ粒子を含有する。
すなわち、本実施の形態において使用されるシリカ粒子は、その表面にスルホ基およびそ
の塩からなる群から選択される少なくとも１種の官能基が共有結合を介して表面に固定さ
れたシリカ粒子であり、その表面にスルホ基およびその塩からなる群から選択される少な
くとも１種の官能基を有する化合物が物理的あるいはイオン的に吸着したようなものは含
まれない。また、本発明において、「スルホ基の塩」とは、スルホ基（－ＳＯ３Ｈ）に含
まれている水素イオンを金属イオンやアンモニウムイオン等の陽イオンで置換した官能基
のことをいう。
【００２２】
　従来のシリカ粒子は、粒子の表面の電荷が０となる等電点がｐＨが４から５の範囲にあ
るため、ｐＨが２以上８以下の範囲において不安定となり、凝集により沈降してしまう。
しかし、（Ａ）スルホ基およびその塩から選択される少なくとも１種の官能基を有するシ
リカ粒子では、粒子表面が負の電荷を帯びているため、ｐＨが２以上８以下の範囲におい
ても凝集が発生せずに、安定に分散状態を維持することができる。その結果、後述する（
Ｂ）Ｎ－ビニルピロリドンおよびその誘導体からなる群から選択される少なくとも１種に
由来する繰り返し単位を含む水溶性高分子と混合した場合でも、沈降しない安定な化学機
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械研磨用水系分散体を作製することができる。
　その結果、アルミニウム膜の研磨速度を向上させことが可能であるｐＨが２以上８以下
の範囲の化学機械研磨用水系分散体を作製することができる。しかも、（Ｂ）成分を含有
することにより、シリコン酸化膜の研磨速度を抑制することができ、高いアルミニウム研
磨速度と低いシリコン酸化膜研磨速度を両立させた化学機械研磨用水系分散体を作製する
ことができる。
【００２３】
　本実施の形態において使用されるシリカ粒子は、以下のようにして製造することができ
る。
　まず、シリカ粒子を用意する。シリカ粒子としては、例えば、ヒュームドシリカ、コロ
イダルシリカ等が挙げられるが、スクラッチ等の研磨欠陥を低減する観点から、コロイダ
ルシリカが好ましい。コロイダルシリカは、例えば、特開２００３－１０９９２１号公報
等に記載されているような公知の方法で製造されたものを使用することができる。このよ
うなシリカ粒子の表面を修飾することにより、本実施の形態で使用可能な（Ａ）スルホ基
およびその塩からなる群から選択される少なくとも１種の官能基を有するシリカ粒子を製
造することができる。以下にシリカ粒子の表面を修飾する方法を例示するが、本発明はこ
の具体例により何ら限定されるものではない。
【００２４】
　シリカ粒子の表面の修飾は、特開２０１０－２６９９８５号公報、Ｊ．Ｉｎｄ．Ｅｎｇ
．Ｃｈｅｍ．，Ｖｏｌ．１２，Ｎｏ．６，（２００６）９１１－９１７等に記載されてい
るような公知の方法を適用することが可能である。例えば前記シリカ粒子とメルカプト基
含有シランカップリング剤を酸性媒体中で十分に撹拌することにより、前記シリカ粒子の
表面にメルカプト基含有シランカップリング剤を共有結合させることで達成できる。メル
カプト基含有シランカップリング剤としては、例えば、３－メルカプトプロピルメチルジ
メトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン等が挙げられる。
　次に、さらに過酸化水素を適量添加して十分に放置することにより、スルホ基およびそ
の塩からなる群から選択される少なくとも１種の官能基を有するシリカ粒子を得ることが
できる。
【００２５】
　（Ａ）シリカ粒子の平均粒子径は、本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体を動
的光散乱法で測定することによって得られる。かかる場合、（Ａ）シリカ粒子の平均粒子
径は、１５ｎｍ以上１００ｎｍ以下であることが好ましく、３０ｎｍ以上７０ｎｍ以下で
あることがより好ましい。（Ａ）シリカ粒子の平均粒子径が前記範囲であると、実用的な
研磨速度を達成することができる場合がある。さらに、シリコン酸化膜の研磨速度が抑制
できる傾向がある。動的光散乱法による粒子径測定装置としては、株式会社堀場製作所製
の「ＬＢ５５０」、ベックマン・コールター社製のナノ粒子アナライザー「ＤｅｌｓａＮ
ａｎｏ　Ｓ」、Ｍａｌｖｅｒｎ社製の「Ｚｅｔａｓｉｚｅｒ　ｎａｎｏ　ｚｓ」等が挙げ
られる。なお、動的光散乱法を用いて測定した平均粒子径は、一次粒子が複数個凝集して
形成された二次粒子の平均粒子径を表している。
【００２６】
　（Ａ）シリカ粒子のゼータ電位は、化学機械研磨用水系分散体のｐＨが２以上８以下の
場合、化学機械研磨用水系分散体中において負電位であり、その負電位は－２０ｍＶ以下
であることが好ましい。負電位が－２０ｍＶ以下であると、粒子間の静電反発力によって
効果的に粒子同士の凝集を防ぐと共に、化学機械研磨の際に正電荷を帯びる基板を選択的
に研磨できる場合がある。なお、ゼータ電位測定装置としては、大塚電子株式会社製の「
ＥＬＳ－６０００」、「ＥＬＳＺ－１」、Ｍａｌｖｅｒｎ社製の「Ｚｅｔａｓｉｚｅｒ　
ｎａｎｏ　ｚｓ」等が挙げられる。（Ａ）シリカ粒子のゼータ電位は、前述したメルカプ
ト基含有シランカップリング剤の添加量を増減することにより適宜調整することができる
。
【００２７】
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　（Ａ）シリカ粒子の含有量は、化学機械研磨用水系分散体の全質量に対して、好ましく
は０．１質量％以上１０質量％以下、より好ましくは１質量％以上８質量％以下、特に好
ましくは２質量％以上６質量％以下である。（Ａ）シリカ粒子の含有量が前記範囲である
と、（Ｂ）Ｎ－ビニルピロリドンおよびその誘導体からなる群から選択される少なくとも
１種に由来する繰り返し単位を含む水溶性高分子と混合した場合に、より安定な化学機械
研磨用水系分散体を作製することができる。
【００２８】
　１．２．（Ｂ）Ｎ－ビニルピロリドンおよびその誘導体からなる群から選択される少な
くとも１種に由来する繰り返し単位を含む水溶性高分子
　本実施形態に係る化学機械研磨用水系分散体は、（Ｂ）Ｎ－ビニルピロリドンおよびそ
の誘導体からなる群から選択される少なくとも１種に由来する繰り返し単位を含む水溶性
高分子を含有する。前記（Ｂ）水溶性高分子は、ルイス塩基としての性質を有することに
よりシリコン酸化膜の表面に吸着しやすく、シリコン酸化膜の研磨速度を抑制する効果が
ある。
【００２９】
　前記（Ｂ）水溶性高分子は、Ｎ－ビニルピロリドンおよびその誘導体からなる群から選
択される少なくとも１種に由来する繰り返し単位を含むが、このような繰り返し単位の他
に含窒素複素環およびカチオン性官能基から選択される少なくとも１種の分子構造を有し
ていても良い。含窒素複素環およびカチオン性官能基はルイス塩基としての性質を有し、
効果的にシリコン酸化膜の表面に吸着し、シリコン酸化膜の研磨速度を抑制する効果があ
る。また、洗浄工程において容易に除去することができるため、被研磨物を汚染すること
がなく好ましい場合がある。
【００３０】
　前記（Ｂ）水溶性高分子は、窒素含有モノマーを繰り返し単位として含有する共重合体
でも良い。窒素含有モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロー
ルアクリルアミド、Ｎ－２－ヒドロキシエチルアクリルアミド、アクリロイルモルフォリ
ン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアクリルアミドおよびそのジエチル硫酸塩、Ｎ，Ｎ
－ジメチルアクリルアミド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド、Ｎ－ビニルアセトアミド
、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタクリル酸およびそのジエチル硫酸塩、ならびにＮ－
ビニルホルムアミドが挙げられる。これらのモノマーの中でも、分子構造中に窒素含有複
素五員環を有するＮ－ビニルピロリドンであることが特に好ましい。Ｎ－ビニルピロリド
ンは、環上の窒素原子を介してシリコン酸化膜の表面に吸着して適度に保護することがで
きる。
【００３１】
　前記（Ｂ）水溶性高分子が窒素含有モノマーを繰り返し単位として含有する共重合体で
ある場合には、全てのモノマーが窒素含有モノマーである必要はなく、前記の窒素含有モ
ノマーのうち少なくとも１種が含まれていればよい。窒素含有モノマーと共重合できるモ
ノマーとしては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、アクリル酸メチル、メタクリル酸
メチル、ビニルエチルエーテル、ジビニルベンゼン、酢酸ビニル、スチレン等が挙げられ
る。
【００３２】
　前記（Ｂ）水溶性高分子は、カチオン性官能基を有する共重合体であっても良く、例え
ば、下記一般式（２）または（３）で表される繰り返し単位の少なくとも一方を含有する
単重合体または共重合体（以下、「特定重合体」ともいう。）であってもよい。
【００３３】
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【００３４】
【化２】

【００３５】
（上記一般式（２）および（３）において、Ｒ１は水素原子または炭素数が１～６の置換
もしくは非置換アルキル基を表し、Ｒ２は置換もしくは非置換のメチレン基もしくは炭素
数が２～８の置換もしくは非置換アルキレン基を表し、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５はそれぞれ独立
に、水素原子または炭素数が１～１０の置換もしくは無置換アルキル基を表し、Ａは単結
合もしくは－Ｏ－もしくは－ＮＨ－を表す。Ｍ－は陰イオンを表す。）
【００３６】
　上記一般式（２）および（３）で表される繰り返し単位中のＡは、－Ｏ－または－ＮＨ
－を表すが、－Ｏ－の方がより好ましい。Ａが－Ｏ－の場合、特定重合体または他の成分
の含有量との関係でシリカ粒子の安定性が向上し、長時間保存した場合に砥粒の沈降をよ
り抑制することができる。
【００３７】
　対アニオン（Ｍ－）は、ハロゲン化物イオン、有機アニオン、無機アニオンであること
が好ましい。より好ましくは水酸化物イオン、塩化物イオン、臭化物イオン、ＮＨ３の共
役塩基ＮＨ２

－、アルキル硫酸イオン、過塩素酸イオン、硫酸水素イオン、酢酸イオン、
アルキルベンゼンスルホン酸イオンである。特に好ましいのは塩化物イオン、アルキル硫
酸イオン、硫酸水素イオン、酢酸イオン、アルキルベンゼンスルホン酸イオンである。有
機アニオンを用いることにより被研磨物の金属汚染を避けることができ、研磨終了後に容
易に除去できることからアルキル硫酸イオンが特に好ましい。
【００３８】
　さらに、特定重合体は、下記一般式（４）で表される繰り返し単位を含有する共重合体
であっても良い。また、下記一般式（４）で表される繰り返し単位を含有する共重合体は
、前記一般式（２）および前記一般式（３）で表される繰り返し単位と下記一般式（４）
で表される繰り返し単位がランダムに結合した重合体であってもよく、前記一般式（２）
および前記一般式（３）で表される繰り返し単位と下記一般式（４）で表される繰り返し
単位のブロックコポリマーであってもよい。
【００３９】
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【化３】

【００４０】
（上記一般式（４）において、Ｒ６は炭素数が１～６の置換もしくは非置換アルキル基を
表す。）
【００４１】
　特定重合体は、上記一般式（２）で表される繰り返し単位と上記一般式（３）で表され
る繰り返し単位を含む共重合体である場合、上記一般式（２）で表される繰り返し単位の
モル数をｎ、上記一般式（３）で表される繰り返し単位のモル数をｍとすると、モル比ｎ
／ｍが１０／０～０／１０の比率であっても十分な性能を得ることができるが、好ましく
は１０／０～１／９、より好ましくは１０／０～２／８、特に好ましくは９／１～３／７
の比率である場合に良好な結果を得ることができる。
　なお、上記一般式（２）で表される繰り返し単位および上記一般式（３）で表される繰
り返し単位の含有量は、アミノ基を含有するモノマーの仕込量とその後の中和量から算出
することができ、また特定重合体を酸あるいは塩基で滴定することにより測定することも
できる。
【００４２】
　特定重合体は、上記一般式（２）または（３）で表される繰り返し単位と上記一般式（
４）で表される繰り返し単位を含む共重合体である場合、上記一般式（４）で表される繰
り返し単位のモル数をｑ、上記一般式（２）または（３）で表される繰り返し単位のモル
数をｐとすると、モル比ｑ／ｐが、９／１～１／９の範囲内である場合に特に良好な結果
を得ることができる。
　特定重合体のアミノ基含量は、モノマーの仕込量より計算した場合、０～０．１００モ
ル／ｇであることができるが、好ましくは０．０００５～０．０１０モル／ｇであり、よ
り好ましくは０．００２～０．００６モル／ｇである。
　特定重合体のカチオン性官能基含量は、モノマーの仕込量より計算した場合、０～０．
１００モル／ｇであることができるが、好ましくは０．０００５～０．０１０モル／ｇで
あり、さらに好ましくは０．００２～０．００６モル／ｇである。
【００４３】
　前記（Ｂ）水溶性高分子の重量平均分子量は、例えば、ＧＰＣ（ゲルパーミエーション
クロマトグラフィー）によって測定されたポリエチレングリコール換算の重量平均分子量
（Ｍｗ）を適用できる。前記（Ｂ）水溶性高分子の重量平均分子量（Ｍｗ）は、１，００
０以上１００、０００以下、好ましくは５，０００以上８０，０００、さらに好ましくは
８，０００以上６０，０００以下である。重量平均分子量が前記範囲内にあると、効果的
にシリコン酸化表面を保護することができ、シリコン酸化膜の研磨速度を抑制することが
できる。
【００４４】
　前記（Ｂ）水溶性高分子の含有量は、化学機械研磨用水系分散体の全質量に対して、好
ましくは０．００１～１０質量％であり、より好ましくは０．０１～５質量％である。前
記（Ｂ）水溶性高分子の含有量が前記範囲であると、シリコン酸化膜の研磨速度を効果的
に抑制することができる。
【００４５】
　前記（Ａ）シリカ粒子と前記（Ｂ）水溶性高分子の比率は、化学機械研磨用水系分散体
に対する前記（Ａ）成分の含有量をＭａ（重量％）、前記（Ｂ）成分の含有量をＭｂ（重
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量％）とした場合、好ましくはＭａ／Ｍｂ＝０．０１～１０，０００であることができる
。前記（Ａ）シリカ粒子と前記（Ｂ）水溶性高分子の比率が前記範囲であると、優れた貯
蔵安定性とシリコン酸化膜の研磨速度の抑制を両立した化学機械研磨用水系分散体を得る
ことが出来る。
【００４６】
　１．３．分散媒
　本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体は、分散媒を含有する。分散媒としては
、水、水およびアルコールの混合媒体、水および水との相溶性を有する有機溶媒を含む混
合媒体等が挙げられる。これらの中でも、水、水およびアルコールの混合媒体を用いるこ
とが好ましく、水を用いることがより好ましい。
【００４７】
　１．４．その他の添加剤
　本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体は、さらに必要に応じて界面活性剤、水
溶性高分子、防蝕剤、ｐＨ調整剤等の添加剤を添加してもよい。以下、各添加剤について
説明する。
【００４８】
　１．４．１．界面活性剤
　本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体は、さらに必要に応じて界面活性剤を添
加してもよい。界面活性剤には、化学機械研磨用水系分散体に適度な粘性を付与する効果
がある。化学機械研磨用水系分散体の粘度は、２５℃において０．５ｍＰａ・ｓ以上１０
ｍＰａ・ｓ未満となるように調製することが好ましい。
　界面活性剤としては、特に制限されず、アニオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤
、非イオン性界面活性剤等が挙げられる。
【００４９】
　アニオン性界面活性剤としては、例えば、脂肪酸石鹸、アルキルエーテルカルボン酸塩
等のカルボン酸塩；アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキルナフタレンスルホン酸塩、
α－オレフィンスルホン酸塩等のスルホン酸塩；高級アルコール硫酸エステル塩、アルキ
ルエーテル硫酸塩、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル硫酸塩等の硫酸塩；ア
ルキルリン酸エステル等のリン酸エステル塩；パーフルオロアルキル化合物等の含フッ素
系界面活性剤等が挙げられる。
　カチオン性界面活性剤としては、例えば、脂肪族アミン塩、脂肪族アンモニウム塩等が
挙げられる。
　非イオン性界面活性剤としては、例えば、アセチレングリコール、アセチレングリコー
ルエチレンオキサイド付加物、アセチレンアルコール等の三重結合を有する非イオン性界
面活性剤；ポリエチレングリコール型界面活性剤等が挙げられる。また、ポリビニルアル
コール、シクロデキストリン、ポリビニルメチルエーテル、ヒドロキシエチルセルロース
等を用いることもできる。
【００５０】
　前記例示した界面活性剤の中でも、アルキルベンゼンスルホン酸塩が好ましく、ドデシ
ルベンゼンスルホン酸カリウム、ドデシルベンゼンスルホン酸アンモニウムがより好まし
い。
　これらの界面活性剤は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いても
よい。
【００５１】
　界面活性剤の含有量は、化学機械研磨用水系分散体の全質量に対して、好ましくは０．
００１質量％以上５質量％以下、より好ましくは０．００１質量％以上３質量％以下、特
に好ましくは０．０１質量％以上１質量％以下である。
【００５２】
　１．４．２．水溶性高分子
　本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体は、さらに必要に応じて前記（Ｂ）成分
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以外の水溶性高分子を添加してもよい。水溶性高分子には、化学機械研磨用水系分散体に
適度な粘度を与えることができる。
【００５３】
　水溶性高分子としては、ポリアクリルアミド、ポリアクリル酸、ポリビニルアルコール
、ポリビニルピロリドン、ヒドロキシエチルセルロース等が挙げられる。
　水溶性高分子の含有量は、化学機械研磨用水系分散体の粘度が１０ｍＰａ・ｓ未満とな
るように調整することができる。
【００５４】
　１．４．３．防蝕剤
　本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体は、さらに必要に応じて防蝕剤を添加し
てもよい。防蝕剤としては、例えば、ベンゾトリアゾールおよびその誘導体が挙げられる
。ここで、ベンゾトリアゾール誘導体とは、ベンゾトリアゾールの有する１個または２個
以上の水素原子を、例えば、カルボキシル基、メチル基、アミノ基、ヒドロキシル基等で
置換したものをいう。ベンゾトリアゾール誘導体としては、４－カルボキシルベンゾトリ
アゾールおよびその塩、７－カルボキシベンゾトリアゾールおよびその塩、ベンゾトリア
ゾールブチルエステル、１－ヒドロキシメチルベンゾトリアゾールまたは１－ヒドロキシ
ベンゾトリアゾール等が挙げられる。
　防蝕剤の添加量は、化学機械研磨用水系分散体の全質量に対して、好ましくは１質量％
以下であり、より好ましくは０．００１質量％以上０．１質量％以下である。
【００５５】
　１．４．４．ｐＨ調整剤
　本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体は、さらに必要に応じてｐＨ調整剤を添
加してもよい。ｐＨ調整剤としては、酸性化合物や塩基性化合物が挙げられる。
　酸性化合物としては、有機酸や無機酸が挙げられるが、有機酸としては、特に制限され
ないが、例えば、マロン酸、マレイン酸、クエン酸、リンゴ酸、酒石酸、シュウ酸、乳酸
等、およびこれらの塩が挙げられる。無機酸としては、特に制限されないが、例えば、リ
ン酸、硫酸、塩酸、硝酸等、これらの塩および誘導体が挙げられる。
　塩基性化合物としては、特に制限されないが、例えば、水酸化カリウム、エチレンジア
ミン、ＴＭＡＨ（テトラメチルアンモニウムハイドロオキサイド）、アンモニア等の塩基
性化合物が挙げられる。
　これらのｐＨ調整剤は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いても
よい。
【００５６】
　１．５．ｐＨ
　本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体のｐＨは、２以上８以下である必要があ
るが、より好ましくは２以上５以下である。ｐＨが前記範囲にあると、アルミニウム膜の
研磨速度を低下させず、シリコン酸化膜の研磨速度を低下させることができる。その結果
、アルミニウム膜を選択的に研磨することができる。さらに、ｐＨが２以上８以下である
と、化学機械研磨用水系分散体の貯蔵安定性が良好となるためより好ましい。
【００５７】
　１．６．用途
　本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体は、主として半導体装置を構成する複数
の基板のうち、シリコン酸化物とアルミニウムから選択される１種以上の材質を含む被研
磨面を同時に研磨するために使用することができる。
　なお、本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体のシリコン酸化膜とアルミニウム
膜の研磨速度比Ｒｐ（Ｒｐ＝アルミニウム膜の研磨速度／シリコン酸化膜の研磨速度）は
１０以上であることが望ましい。研磨速度比Ｒｐが１０以上であることにより、高配線密
度部での十分な研磨速度比を確保することができ、シンニングを抑制することができる。
　また本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体のシリコン酸化膜の研磨速度は１０
０Å／分以下であることが好ましい。研磨速度が１００Å／分以下より大きい場合、シリ
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コン酸化膜露出後の膜厚制御に用いることのできる時間のマージンが小さくなり、歩留ま
りが悪化する恐れがある。
　さらに、本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体のアルミニウム膜の研磨速度は
３００Å／分以上であることが好ましい。アルミニウム膜の研磨速度が３００Å／分より
も小さい場合はアルミニウム膜の除去とシリコン酸化膜の露出に多大な時間がかかり、生
産効率が低下する。またアルミニウム膜の局所的な残存も起こりうる。
【００５８】
　なお、本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体の研磨対象として、シリコン酸化
物とアルミニウム又はアルミニウム合金を含む基板だけでなく、さらにバリアメタルやシ
リコン窒化物、多結晶シリコンを含んでいても良い。バリアメタルの材質としてはタンタ
ル及びその窒化物、チタン及びその窒化物、タングステン窒化物、ルテニウム、コバルト
、マンガンなどが挙げられる。
【００５９】
　１．７．化学機械研磨用水系分散体の調製方法
　本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体は、水等の分散媒に前述した各成分を溶
解または分散させることにより調製することができる。溶解または分散させる方法は、特
に制限されず、均一に溶解または分散できればどのような方法を適用してもよい。また、
前述した各成分の混合順序や混合方法についても特に制限されない。
　また、本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体は、濃縮タイプの原液として調製
し、使用時に水等の分散媒で希釈して使用することもできる。
【００６０】
　２．化学機械研磨方法
　本実施の形態に係る化学機械研磨方法は、前述した本発明に係る化学機械研磨用水系分
散体を用いて、半導体装置を構成する複数の基板のうち、シリコン酸化物とアルミニウム
又はアルミニウム合金から選択される１種以上の材質を含む被研磨面を研磨することを特
徴とする。以下、本実施の形態に係る化学機械研磨方法の一具体例について、図面を用い
て詳細に説明する。
【００６１】
　２．１．被処理体
　図４は、本実施の形態に係る化学機械研磨方法の使用に適した被処理体を模式的に示し
た断面図である。被処理体２００は、以下の工程（１）ないし（３）を経ることにより形
成される。
【００６２】
　（１）まず、半導体素子が形成された半導体基板２０（図示せず）上に、ＣＶＤ法にて
シリコン酸化膜からなる絶縁膜２１を設ける
　（２）次に、フォトリソグラフィ技術を用い、絶縁膜２１上にパターニング処理を施し
、配線部となる溝２１ｂを形成する。
　（３）次に、配線部２１ｂを充填するように、アルミニウム膜２２をスパッタ法により
堆積させると、被処理体２００が得られる。
【００６３】
　２．２．化学機械研磨方法
　図４に示すような被処理体２００のアルミニウム膜を除去するために、研磨速度比Ｒｐ

（Ｒｐ＝アルミニウム膜の研磨速度／シリコン酸化膜の研磨速度）が十分に大きく、シリ
コン酸化膜研磨速度が十分に低く、アルミニウム膜の研磨速度が十分に高い化学機械研磨
用水系分散体を用いて化学機械研磨工程を行う。図５は、化学機械研磨工程終了時の被処
理体を模式的に示した断面図である。アルミニウム膜の研磨速度が十分に大きいことによ
り図２の２１ｃ上のアルミニウム膜を適切な速度で除去することが出来、またシリコン酸
化膜の速度が十分に小さいことより、ｔｂの厚さが薄くなりすぎることなく制御すること
ができる。さらに研磨速度比Ｒｐが十分に大きいため、シンニングの発生を抑制し、優れ
た配線抵抗分布の半導体基板を得ることができる（図示せず）。なおアルミニウム膜は安
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定な不動態層を形成するため、研磨終了時にエッチングによるディッシングを発生させず
、シリコン酸化膜２１ｃ表面とアルミニウム膜２２ａ表面との平坦化を確実に発現させる
ことができる。
【００６４】
　２．３．化学機械研磨装置
　前述した化学機械研磨工程には、例えば、図６に示すような化学機械研磨装置４００を
用いることができる。図４は、化学機械研磨装置４００を模式的に示した斜視図である。
各研磨工程は、スラリー供給ノズル４２からスラリー（化学機械研磨用水系分散体）４４
を供給し、かつ、研磨布４６が貼付されたターンテーブル４８を回転させながら、半導体
基板５０を保持したキャリアーヘッド５２を当接させることにより行う。なお、図４には
、水供給ノズル５４およびドレッサー５６も併せて示してある。
【００６５】
　キャリアーヘッド５２の押し付け圧は、１０～１，０００ｈＰａの範囲内で選択するこ
とができ、好ましくは３０～５００ｈＰａである。また、ターンテーブル４８およびキャ
リアーヘッド５２の回転数は１０～４００ｒｐｍの範囲内で適宜選択することができ、好
ましくは３０～１５０ｒｐｍである。スラリー供給ノズル４２から供給されるスラリー（
化学機械研磨用水系分散体）４４の流量は、１０～１，０００ｍＬ／分の範囲内で選択す
ることができ、好ましくは５０～４００ｍＬ／分である。
【００６６】
　市販の研磨装置として、例えば、株式会社荏原製作所製、形式「ＥＰＯ－１１２」、「
ＥＰＯ－２２２」；ラップマスターＳＦＴ社製、型式「ＬＧＰ－５１０」、「ＬＧＰ－５
５２」；アプライドマテリアル社製、型式「Ｍｉｒｒａ」、「Ｒｅｆｌｅｘｉｏｎ」等が
挙げられる。
【００６７】
　３．実施例
　以下、本発明を実施例により説明するが、本発明はこれらの実施例により何ら限定され
るものではない。
【００６８】
　３．１．コロイダルシリカを含む水分散体の調製
　容量２０００ｃｍ３のフラスコに、２５質量％濃度のアンモニア水７０ｇ、イオン交換
水４０ｇ、エタノール１７５ｇおよびテトラエトキシシラン２１ｇを投入し、１８０ｒｐ
ｍで撹拌しながら６０℃に昇温した。６０℃のまま１時間撹拌した後冷却し、コロイダル
シリカ／アルコール分散体を得た。次いで、エバポレータにより、８０℃でこの分散体に
イオン交換水を添加しながらアルコール分を除去する操作を数回繰り返すことにより分散
体中のアルコールを除き、固形分濃度１５％の水分散体を調製した。この水分散体の一部
を取り出しイオン交換水で希釈したサンプルについて、動的光散乱式粒子径測定装置（株
式会社堀場製作所製、形式「ＬＢ５５０」）を用い、算術平均径を平均粒子径として測定
したところ、３５ｎｍであった。
　なお、表１および表２において、上記のようにして得られた通常のコロイダルシリカを
含む水分散体を「シリカタイプＢ」と称する。
【００６９】
　３．２．スルホ基修飾コロイダルシリカを含む水分散体の調製
　イオン交換水５０ｇに酢酸５ｇを投入し、撹拌しながらさらにメルカプト基含有シラン
カップリング剤（信越化学工業株式会社製、商品名「ＫＢＥ８０３」）５ｇを徐々に滴下
した。３０分後、「３．１．コロイダルシリカを含む水分散体の調製」において調製され
た水分散体を１０００ｇ添加し、さらに１時間撹拌を継続した。その後、３１％過酸化水
素水を２００ｇ投入し、４８時間室温にて放置することにより、スルホ基およびその塩か
らなる群から選択される少なくとも１種の官能基を有するコロイダルシリカを得た。この
水分散体の一部を取り出しイオン交換水で希釈したサンプルについて、動的光散乱式粒子
径測定装置（株式会社堀場製作所製、形式「ＬＢ５５０」）を用い、算術平均径を平均粒
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子径として測定したところ３５ｎｍであった。また、得られたスルホ基修飾コロイダルシ
リカを含む水分散体にアンモニアを添加してｐＨを３．０に調製したものについて、大塚
電子株式会社製の「ＥＬＳ－６０００」を用いてゼータ電位を測定したところ－３２ｍＶ
であった
【００７０】
　３．３．化学機械研磨用水系分散体の調製
　「３．１．コロイダルシリカを含む水分散体の調製」もしくは「３．２．スルホ基修飾
コロイダルシリカを含む水分散体の調製」において調製された水分散体の所定量を容量１
０００ｃｍ３のポリエチレン製の瓶に投入し、その後、撹拌しながらイオン交換水を加え
、所定のシリカ濃度となるように調節した。これに表記載のｐＨ調整剤を加え、化学機械
研磨用水系分散体のｐＨが表記載の値となるようにそれぞれ添加し十分に撹拌した。その
後、孔径５μｍのフィルタで濾過し、実施例１～１３及び比較例１～６の化学機械研磨用
水系分散体を得た。
【００７１】
　３．４．化学機械研磨試験
　「３．３．化学機械研磨用水系分散体の調製」において調製した化学機械研磨用水系分
散体を用いて、直径８インチのアルミニウム膜またはシリコン酸化膜付きシリコン基板を
被研磨体として、下記の研磨条件１でそれぞれの膜について化学機械研磨を行った。
＜研磨条件１＞
・研磨装置：株式会社荏原製作所製、形式「ＥＰＯ－１１２」
・研磨パッド：ロデール・ニッタ株式会社製、「ＩＣ１０００／Ｋ－Ｇｒｏｏｖｅ」
・化学機械研磨用水系分散体供給速度：２００ｍＬ／分
・定盤回転数：９０ｒｐｍ
・研磨ヘッド回転数：９０ｒｐｍ
・研磨ヘッド押し付け圧：１４０ｈＰａ
【００７２】
　３．４．１．研磨速度の算出
　被研磨体である直径８インチのシリコン酸化膜付き基板について、研磨前の膜厚をナノ
メトリクス・ジャパン株式会社製の光干渉式膜厚計「ＮａｎｏＳｐｅｃ　６１００」を用
いて予め測定しておき、上記の条件で１分間研磨を行った。研磨後の被研磨体の膜厚を、
同様に光干渉式膜厚計を用いて測定し、研磨前と研磨後の膜厚の差、すなわち化学機械研
磨により減少した膜厚を求めた。そして、化学機械研磨により減少した膜厚および研磨時
間から研磨速度を算出した。この結果を表１および表２に併せて示す。シリコン酸化膜の
研磨速度が１００Å／ｍｉｎ以下の場合は良好、１００Å／ｍｉｎより大きい場合は不良
と判断した。
　被研磨体である直径８インチのアルミニウム膜付き基板について、研磨前の膜厚をＫＬ
Ａ－Ｔｅｎｃｏｒ株式会社製の金属膜厚計「Ｏｍｎｉｍａｐ　Ａ－ＲＳ７５ｔｃ」を用い
て予め測定しておき、上記の条件で１分間研磨を行った。研磨後の被研磨体の膜厚を、同
様に金属膜厚計を用いて測定し、研磨前と研磨後の膜厚の差、すなわち化学機械研磨によ
り減少した膜厚を求めた。そして、化学機械研磨により減少した膜厚および研磨時間から
研磨速度を算出した。この結果を表１および表２に併せて示す。アルミニウム膜の研磨速
度が３００Å／ｍｉｎ以上の場合は良好、３００Å／ｍｉｎより小さい場合は不良と判断
した。
【００７３】
　３．４．２．研磨速度比の算出
　シリコン酸化膜の研磨速度とアルミニウム膜の研磨速度から、下記計算式（１）に基づ
き研磨速度比Ｒｐを算出した。
Ｒｐ＝アルミニウム膜の研磨速度／シリコン酸化膜の研磨速度　…（１）
この結果を表１および表２に併せて示す。研磨速度比Ｒｐが１０以上の場合は良好、１０
より小さい場合は不良と判断した。
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【００７４】
　３．４．３．貯蔵安定性の評価
　「３．３．化学機械研磨用水系分散体の調製」の項で作製した化学機械研磨用水系分散
体を、５００ｃｃのポリ瓶に５００ｃｃ入れ、２５℃の環境下で１日貯蔵した。貯蔵前後
の化学機械研磨用水系分散体の変化について、目視で観察した。貯蔵後に沈降が観察され
なかった場合には貯蔵安定性が非常に良好と判断し「○」、沈降が見られた場合は不良と
判断し「×」と表に記載した。
【００７５】
【表１】

【００７６】
【表２】

【００７７】
３．４．４．評価結果
　実施例１～１３では、シリコン酸化膜の研磨速度が１００Å／ｍｉｎ以下に、アルミニ
ウム膜の研磨速度が３００Å／ｍｉｎ以上であり、しかもシリコン酸化膜に対するアルミ
ニウム膜の研磨速度比（Ａｌ／ＴＥＯＳ）が１０以上に高められている。
【００７８】
　比較例１～３は、通常のコロイダルシリカを用いた例である。いずれの比較例において
も、貯蔵安定性が不良であるため本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体として適
用できない。
　比較例４は、（Ｂ）成分を用いない例である。アルミニウム膜の研磨速度は高められて
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いるが、それに伴いシリコン酸化膜の研磨速度も研磨速度が増大しているので本実施の形
態に係る化学機械研磨用水系分散体としては適さない。
　比較例５～６は、（Ａ）成分と（Ｂ）成分を共に含有しているが、化学機械研磨用水系
分散体のｐＨが２～８の範囲外である例である。この場合には、アルミニウム膜の研磨速
度が不十分である
【００７９】
　以上のことから、本実施の形態に係る化学機械研磨用水系分散体は、十分に低いシリコ
ン酸化膜研磨速度と高いアルミニウム膜研磨速度を有し、シリコン酸化膜に対するアルミ
ニウム膜の研磨速度比が十分に大きいため、シリコン酸化膜とアルミニウム膜とが共存す
る半導体装置製造において必要な研磨速度を有することが分かった。
【符号の説明】
【００８０】
１１・２１…シリコン酸化膜、１１ａ・２１ａ…配線部の下方のシリコン酸化膜、１１ｂ
・２１ｂ…シリコン酸化膜、１１ｃ・２１ｃ…配線部を分離するシリコン酸化膜表面、１
２・２２…アルミニウム膜、１２ａ・２２ａ…配線部となるアルミニウム膜、４２…スラ
リー供給ノズル、４４…スラリー、４６…研磨布、４８…ターンテーブル、５０…半導体
基板、５２…キャリアーヘッド、５４…水供給ノズル、５６…ドレッサー、１００・２０
０…被処理体、３００…化学機械研磨装置、ｔａ…配線層全体の厚さ、ｔｂ…配線層の厚
さ、ｔｃ…絶縁層の厚さ

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図６】
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